
議案第８号  

 

 瑞穂町保育園の設置及び管理に関する条例 

 

 上記の議案を提出する。  

 

  平成２７年３月２日  

 

          提出者  瑞穂町長   石 塚 幸右衛門  

 

 

（提案理由）  

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の改正及び子ども・子

育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行に伴い、条例の全部

を改正する必要があるので、本案を提出する。  

 

 

   瑞穂町保育園の設置及び管理に関する条例  

 

瑞穂町保育園の設置及び管理に関する条例（昭和４６年条例第８

号）の全部を改正する。  

 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第３項

の規定に基づき、瑞穂町保育園（以下「保育園」という。）を設

置する。 

（名称、位置及び入所定員） 

第２条 保育園の名称、位置及び入所定員は、別表のとおりとする。 

（事業） 

第３条 保育園においては、次に掲げる事業を行う。 

 

 

 



（１）児童に対する保育 

（２）時間外保育事業 

２ 前項第１号の保育は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号。以下「法」という。）第２０条第３項の保育必要量（同

条第１項の認定を受けていない児童にあってはこれに相当するも

のとして町長が定める保育の量とし、第６条第３号に掲げる児童

にあっては法第２８条第１項第２号の内閣府令で定める１日当た

りの時間及び期間とする。）の範囲内のものに限るものとする。 

（指定管理者による管理） 

第４条 保育園の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定により、町長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）が行うものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）生活指導、保健衛生その他保育園に入所している児童（以下

「入所児童」という。）の処遇に関する業務 

（２）施設、設備等の維持管理に関する業務 

（３）施設の衛生管理に関する業務 

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める業務 

（入所資格）  

第６条 保育園に入所し、第３条第１項第１号の保育を受けること

のできる資格を有する児童（以下「対象児童」という。）は、次

のとおりとする。  

（１）法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する児童  

（２）法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する児童  

（３）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する児童であって、町長が地域における教育（法第７条第２項

に規定する教育をいう。）の体制の整備の状況その他の事情を

勘案して保育園において保育する必要があると認めるもの  

（４）前３号に掲げる者のほか、町長が特に保育園において保育す

る必要があると認める児童  



（休所日）  

第７条 保育園の休所日は、次のとおりとする。ただし、指定管理

者が特に必要があると認めるときは、これを変更し、又は臨時に

休所日を定めることができる。 

（１）日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日 

（３）１月２日及び同月３日並びに１２月２９日から同月３１日ま

での日  

（保育時間） 

第８条 保育園の保育時間は、保育標準時間認定児（保育必要量（法

第２０条第３項に規定する保育必要量をいう。以下この条におい

て同じ。）を１日につき１１時間までとされた児童をいう。）と

保育短時間認定児（保育必要量を１日につき８時間までとされた

児童をいう。）の区分に分けて指定管理者が定める。ただし、指

定管理者が必要があると認めるときは、保育時間外においても保

育することができる。  

２ 保育必要量の認定を受けていない児童に係る保育時間について

は、前項本文の規定にかかわらず、指定管理者が別に定める。  

（入所の承認）  

第９条 保育園への入所を希望する対象児童の保護者は、規則で定

める手続により町長の承認を得なければならない。  

 （入所の承認の取消し）  

第１０条 町長は、入所児童が次の各号のいずれかに該当するとき

は、前条に規定する入所の承認（以下「入所の承認」という。）

を取り消すことができる。  

（１）第６条に規定する入所資格を有しなくなったとき。  

（２）正当な理由がなく長期間にわたって第３条第１項第１号の保

育を受けた実績がないとき。  

（３）偽りその他不正の手段により入所の承認を受けたとき。  

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるとき。  

（児童運営費）  

第１１条 入所児童（児童福祉法第２４条第５項又は第６項の規定



により町長が入所させた児童を除く。）の保護者は、規則で定め

るところにより、児童運営費を納付しなければならない。  

２ 前項の児童運営費の額は、法第２７条第３項第１号の内閣総理

大臣が定める基準（当該児童が第６条第３号に掲げる児童である

場合にあっては、法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準）により算定した費用の額（その額が現に保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に保育に要した費用の額）とする。  

（時間外保育の利用料金） 

第１２条 第８条第１項ただし書の規定により保育時間外に保育を

行う場合においては、指定管理者は、町長の承認を得て、当該保

育時間外に行う保育の利用料金を定め、指定管理者の収入として

収受することができる。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は、町長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に入所児童であって、この条例による

改正後の瑞穂町保育園の設置及び管理に関する条例（以下「改正

後の条例」という。）第６条に定める資格を有するものは、改正

後の条例第９条の承認を受けたものとみなす。 

３ 第６条第３号に掲げる児童に係る第１１条第１項の児童運営費

の額は、同条第２項の規定にかかわらず、当分の間、法附則第９

条第１項第２号ロ（１）の内閣総理大臣が定める基準により算定

した額（その額が現に保育に要した費用の額を超えるときは、当

該現に保育に要した費用の額）及び同号ロ（２）に掲げる額の合

計額とする。  



別表（第２条関係） 

名称 位置 入所定員 

瑞穂町立石畑保育園 瑞穂町大字石畑１８３７番地 １１０人 

瑞穂町立むさしの保

育園 
瑞穂町むさし野一丁目５番地 １２０人 

 


